
提出課：

70

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 6

9

県支出金 その他 一般財源

△ 14,975 △ 14,975

△ 7,500千円

△ 4,975千円

△ 2,500千円

　一般職給料

職員手当等

共済費

　共済組合負担金

　扶養、住居、通勤、時間外

　期末、勤勉、児童手当

　退職手当組合負担金

事業番号

国庫支出金 地方債

給料

今回補正額
今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

73,623

事業名 企画費（一般）

議案説明資料

令和５年第５回定例会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第2号）

企画課

企画費

議案番号

4月1日付機構改革、人事異動に伴う人件費の補正

◎2名減
【当初】
　課長1、課長補佐2、主幹2、主任3、主事2
【異動】
　課長1、課長補佐2、主幹1、主任2、主事2



提出課：

70

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 10

31

県支出金 その他 一般財源

500 500

500千円

【補正の内容】

　運転免許証を自主返納した方を対象にハンドル形電動車
いす（シニアカー）の購入者に対し、購入費用の助成を行う。

　申請額が予算の上限に達したため、5件分（10万円×5件）
の増額補正を行う。

ハンドル形車いす購入補助金

議案説明資料

令和５年第５回定例会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第2号）

企画課

交通安全対策費

議案番号

事業番号

国庫支出金 地方債

負担金補助及び交付金

今回補正額
今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

5,503

事業名 交通安全対策費（一般）

【事業の内容】



提出課：

70

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 12

1104

県支出金 その他 一般財源

2,924 2,924

2,924千円

充填機　　　　　　　　　　

 320,000円×1.1＝352,000円

 624,000円×1.1＝686,400円

 1,713,950円×1.1＝1,885,345円

大山町の豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み
出す取り組みを支援するため、逢坂農産物処理加工所に設
置する備品を購入する。

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

707

事業名 逢坂農産物処理加工所管理事業

議案説明資料

令和５年第５回定例会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第2号）

企画課

総務施設管理費

議案番号

事業番号

国庫支出金 地方債

備品購入費

今回補正額
今回補正額の財源内訳

高速度ミキサー 　　　　　

裏ごし専用マシン　　　



提出課：

70

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 12

1220

県支出金 その他 一般財源

83 83

6千円

77千円

議案説明資料

令和５年第５回定例会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第2号）

企画課

総務施設管理費

議案番号

事業番号

国庫支出金 地方債

需用費

今回補正額
今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

876

事業名 旧 坂保育所管理事業

①防火管理者を設置するため、防火管理講習を受講する費
用（資料代） 　消耗品費

②現在利用していない業務用エアコンの回路を切り離すた
めの経費（修繕料）
　回路を切り離すことで契約電力が下がり、電気料金が半分
程度になる。

　修繕料



提出課：

70

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 35 商工費 項 5 商工費 目 2

251

県支出金 その他 一般財源

56,702 1,702 23,046

55,000千円

1,702千円貸付金

議案説明資料

令和５年第５回定例会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第2号）

企画課

商工振興費

議案番号

事業番号

国庫支出金

31,954

地方債

負担金補助及び交付金

今回補正額
今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

16,383

事業名 商工振興費（一般）

【電気料金高騰対策給付金】

　補助金及び交付金

・給付金の額
　令和5年1月～5月分使用電力量×3.5円
　上限　500万円（特別高圧）
　　　　　200万円（高圧）
・財源　新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金

【中小企業小口融資貸付金】

コロナ対策融資の取扱いが終了し、物価高騰対策融資につ
いても取扱い終了が見込まれ、今後低金利な同融資の申込
増加が想定されるため、貸付原資の一部となる預託金を増
額する。

　原油等の価格上昇に伴う電気料金の高騰により、町内事
業者の経営に及ぼす影響を緩和するため、町内の事業用施
設で、高圧又は特別高圧の電力契約により電力供給を受け
ている製造業の事業者に対して、電気料金の一部を支援す
る。


